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 現在、精神科病院の病棟の一部を居住施設に改修し、同じ敷地内で「病棟転換型居住系施設」とし

て再利用する構想が打ち出され、推し進められようとしていますが、当会としましては、以下の理由に

より断固として反対します。 

理由１：「地域移行」が遅々として進まないことの、精緻な分析がなされぬまま、「地域移行」の理念を、

根底から否定、反故、逆行させる構想と捉えざるを得ないため。 

長期入院の精神障害者の多くは、住まいの場や地域での支援体制が整えば、退院して地域の中

で生活を送ることが十分可能とされます。事実、精神医療は旧来の精神障害者を入院させ社会から

隔離するようなやり方をあらため、現在では治療を続けながら地域社会とのつながりを持って生活し

ていくいわゆる「地域移行」がグローバルスタンダードであり、精神医療の先進諸外国においての歴

然たる実績がそれを証明しています。わが国においてもこれらの考えに依拠し、平成16年9月に「精

神保健医療福祉改革ビジョン」が示され、早10年が過ぎようとしています。この基本方針にはそもそ

も①「『入院医療中心から地域生活中心へ』」という基本方策を推し進めていくために、国民各層の意

識の変革や立ち遅れた精神保健医療福祉体系の再編、基盤強化」②「退院可能とされる約 7万人の

退院による解消」の二つの基本方針が明確に打ち出されました。しかしながら、10年もの歳月が経過

した現在、このいずれもが未達成であるに加え、これらの要因分析や本質的な課題･問題点の検証

なきまま、病院敷地内に精神病棟を一部手直ししただけの「転換型病棟」を造り、そこに精神障害者を

移すことによって、形だけの精神病床削減を図ろうとする構想は、到底受け入れがたいものと考えま

す。ましてこの構想は、実質的には旧来の「病棟入院生活」と変わらず単に名称をすり替えただけの

安易･稚拙な方策であり、医療費抑制や病院経営都合優先の視点に重きを置き、本来主役であるは

ずの障害者を置き去りとし、その人権を侵害する不当な行為と、捉えざるを得ません。本来、障害者

は、地域社会の中で様々な人間関係や体験の場を積み重ねながら、悩みを解決していくのが自然な

姿であり、そのために、まずは障害者を含めた社会全体が、互いを信頼し助け合える世の中になっ
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ていくことが、望ましい姿ではないでしょうか。「病棟転換型居住系施設」構想は、旧態依然とした閉ざ

された病院敷地内で、固定化した狭い人間関係や体験機会に限定される日常を繰り返す点において、

本質的に入院生活となんら変わりません。障害者の自由意志と主体性を尊重し、生活権を保障して

いくという本来の地域移行の理念・原点に立ち返った入念な検討･検証を期待します。と同時に、目の

前に厳然と立ちはだかる根源的・本質的問題とされる「家族による支援余力の限界、社会資源の不足、

地域社会の無理解、精神障害者に対する個々人の偏見・差別等」に一つ一つ対峙し、真正面から地

道に取り組んでいくという正攻法からの解決･解消を期待します。 

理由２：わが国が批准した「障害者権利条約」を、明確に違反する政策と捉えざるを得ません。 

障害に基づくあらゆる差別の禁止、障害者の差別禁止や社会参加を促す国連の『障害者権利条約』

が発効されてから５年余りが経った本年 1月、ようやくわが国は世界141番目の批准国となったのは

まだ記憶に新しいことです。この条約第19条の中には、「すべての障害者が他の者との平等の選択

の機会を持って地域社会で生活する平等の権利を定める」「特定の生活施設で生活する義務を負わ

ないこと」などが明記されています。障害者が精神科病棟とほぼ同等の「病棟転換型住居系施設」や

入所施設以外での暮らしの選択ができないことは、明らかにこの権利条約に違反することになります。

と同時に、この構想に基づいて、名ばかりの「地域移行」が成し遂げられたとしたら、わが国において、

「院内地域移行」「院内退院」と言うにわかに信じがたく、国際的にも大いに恥をかく政策を日本国が

公然と許可、推奨する事態となります。さらに悪いことには、一度この形での地域移行が成し遂げら

れたなら、長期社会的入院者の本来の姿での地域移行の実現は、さらに困難さを極めとともに、国民

の間で後世までこの取り返しのつかない過ちを犯してしまったことの愚かさが語り告がれることにな

るでしょう。 ちなみにわが国の精神科病床は現在約34万4千床と、世界全体の精神科病床数約185

万床のうちの実に約5分の一を占めています。また、入院患者数は約32万人で、平均入院期間も欧

米諸国と比べ、格段に長いのが特徴です。このように世界的に見て異常とも思われるこれらの現状

に至るには、わが国特有の精神医療に対する偏った考えや施策、精神障害者に対する差別･偏見の

歴史を鑑みなければならないと考えます。例えば、わが国においては、かつて明治から太平洋戦争

まで精神病者を自宅の座敷牢に隔離する「私宅監置」しかり。1950年には強制入院や国庫補助金制

度を盛り込んだ『精神衛生法』制定後に民間病院が急増。1958年に通知された「精神科特例」や 1960

年設立された「医療金融公庫」により、病院数のさらなる拡大と医療の質の低下を招いたとされてい

ます。これらの歴史の一例が示すように、過去への真摯かつ厳粛な振り返りと検証、反省を踏まえ、



二度と同じような過ちを起こさない覚悟と責任を持って、批准した「障害者権利条約」を守り抜く模範国

となる努力を期待します。 
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